
 
                            
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

EXPERT VIEWEXPERT VIEWEXPERT VIEWEXPERT VIEW：：：：移転価格移転価格移転価格移転価格のののの重要案件共同審査制度重要案件共同審査制度重要案件共同審査制度重要案件共同審査制度    

 

報道によりますと、今般、中国国家税務総局は「特別納税調整重大案件共同審査」に関する内部規定を制定

し、同じく制定した「特別納税調整業務内部規程」と合わせ、移転価格調査の更なる規範化と強化の方向性を明

白にしました。 

 

公開通達ではないものの、税務当局のこれからの調査手法・流れの変化が予想できますので、リスク管理の

観点から重要なポイントを理解しておきましょう。 

 

1. 重要案件の基準 

原則として登録資本金１億元以上且つ調査対象年度における年間平均売上高が１０億元以上の会社が対象

となるほか、全国連合調査の対象として選ばれた会社及び取引スキームの複雑な会社も対象となります。 

 

2. 変更点 

これまでの調査手順では、規模を問わずに全ての案件は結果通知書を被調査企業に出す前に総局の審査を

受けなければなりませんでした。今回の変更によれば、通常案件は総局まで上げなくてもよい、つまり省レベルの

税務局に最終決定権を委ねています。一方、重要案件は総局のみならず、各地の税務局からの選抜メンバーも

含めた共同審査となるようです。 

 

3. 共同審査の方式 

資料の共有、メールでの検討及び合同討議が基本となるでしょう。昨年来、各地の税務局に対して行われたト

レーニングに加え、審査チームメンバーへの特別トレーニングを実施し、On the Job Training  を通じて人材の育

成と有効活用を志向しています。また、納税者と利害関係を有する担当官が案件に関与することを禁止する規定

も盛り込まれています。 

 

4. 納税者への影響 

費用対効果の観点から、当局の調査に投入する事務コストが多いほど更正税額の目標が高くなるでしょう。総

局の人手不足解消及び全国に散在する移転価格専門官を組織的にまとめあげる体制作りは簡単ではありませ

んが、数年内には達成可能でしょう。 

担当官の重要案件への傾斜、案件数から更正額への重点移行、調査効率の向上が、中国に複数の拠点を有

する企業グループ、大企業管理司及び各地の大企業管理部門が管轄する会社に対する移転価格税務リスクを

上げています。即座に調査に対応できる社内体制の構築は必須です。移転価格同期資料の整合性チェックとグ

ループとしての価格設定方針の整備は待ったなしです。 

また、通常案件において当該地域外の税務担当官が審査に加わることで、地元有力者の人脈関係を使った問

題回避手段が逆効果になることもあるので要注意です。地元の税務事務所の当局との関係のみに依存し、理論

的主張の弱い状態で当局との交渉に臨むことは厳に慎むべきでしょう。 

一方、各省レベルの国税局の判断権限が増したことで、これまでの硬直的な更正結果から幅が広がりそうな

気配です。それだけに、担当官を納得させられる自社の主張を定性的、定量的にまとめておきましょう。 
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【【【【経済経済経済経済】】】】 

◆◆◆◆人民銀行人民銀行人民銀行人民銀行「「「「2012201220122012 年第年第年第年第 1111 四半期景況感四半期景況感四半期景況感四半期景況感アンケートアンケートアンケートアンケート」」」」物価満足度物価満足度物価満足度物価満足度はははは改善改善改善改善、、、、一方一方一方一方、、、、景気減速懸念高景気減速懸念高景気減速懸念高景気減速懸念高まるまるまるまる    

人民銀行は 20 日、都市部預金者、企業、金融機関を対象とした「2012年第 1四半期景況感アンケート調査」を発

表した。預金者の物価満足度指数は、前期比 3.2ポイント上昇して 19.7 となり、「物価が高すぎ、受入れ難い」と感

じた預金者の割合は前期比▲5.9ポイントの 62.9%、第 2四半期に物価上昇が続くと予測した預金者の割合も前期

比▲5.4 ポイントの 31.4%に減少した。一方、預金者の消費意欲は引続き不振で、貯蓄を優先すると回答した預金

者の割合は 82.5%（うち、預金優先 46.9%、投資優先 35.6%）に上った。企業経営者のマクロ経済景況感指数は前期

比▲2.5ポイント、前年同月比▲12.3ポイントの 39.2 と、3 期連続で景況感の分岐点となる 50 を下回った。金融機

関の同指数も 2 期連続低下し、40.0 となった。足元の景気が「冷え気味」と回答した金融機関の割合は前期比+5.9

ポイントの 29.5%、第 2 四半期の景気が「冷え気味」と予測した回答は 22.6%で、景気の減速懸念が続いている。な

お、今後の金融政策については、「現状維持」の予測が前期比6.2ポイント増加の 62.2%、「緩和に向かう」との予測

が前期比 6.9ポイント増加の 21.3%となった。 

◆◆◆◆2012201220122012 年年年年のののの GDPGDPGDPGDP 成長率成長率成長率成長率 8.5% 8.5% 8.5% 8.5% 国務院発展研究国務院発展研究国務院発展研究国務院発展研究センターセンターセンターセンター予測予測予測予測    

中国国務院発展研究センターは 22日の記者会見で、今年のGDP成長率について、政府目標の 7.5%に対し、8.5%

前後になるとの予測を示した。現在、中国の経済成長が直面している問題としては、①世界経済の回復鈍化に伴

い、輸出が伸び悩んでいること、②不動産市場は調整局面に入り、投資と消費の意欲が低下していること、③過

去 30 年に亘る高度成長期を経て、中国の経済ファンダメンタルズに変化が起こり、低コスト等の伝統的な競争優

位が失われつつあることを挙げ、こうした短期的な需要縮小と中長期的な成長率低下が重なることにより、中国経

済の下振れ圧力は増していると指摘し、今年の財政・金融政策は、大幅な景気減速の防止に重点を置くべきだと

強調した。 

◆◆◆◆商務部研究院商務部研究院商務部研究院商務部研究院「「「「2012201220122012 年年年年のののの中国消費市場発展報告中国消費市場発展報告中国消費市場発展報告中国消費市場発展報告」」」」 2012 2012 2012 2012 年年年年はははは消費消費消費消費がががが成長成長成長成長のののの最大最大最大最大のののの原動力原動力原動力原動力にににに    

商務部研究院は 21 日、「2012 年の中国消費市場発展報告」を発表した。同報告は、2011 年の消費動向につい

て、社会消費財小売総額の伸びは前年比+17.1%と堅調に推移したものの、物価の高止まり、所得の伸びの弱さ、

不動産価格抑制策の実施、消費刺激策の打ち切り等の要因で 2010 年の水準（同+18.3%）には至らなかったと分

析。2012 年については、世界経済の先行き懸念、中国国内の雇用情勢の悪化等、消費の伸びを下押しする要因

は存在するものの、最低賃金の上昇や収入分配制度改革による可処分所得の増加が需要を押し上げ、社会消費

財小売総額は 16-17%増と依然として高い水準を維持するとした。また、今後、新築住居の建築に伴う家具、建築・

内装材料等の消費は 30%程度の速いペースで増加し、消費の新しいトレンドになると予測している。2011 年の

GDP寄与率を需要項目別に見ると、投資が 54.2%、純輸出が▲5.8%と、前年比それぞれ 2.4ポイント、15.0ポイント

下落したのに対し、最終消費は前年比17.4ポイント増の51.6%と急速に拡大しており、2012年は、最終消費のGDP

寄与率が投資のそれを上回ることが予測されるとし、消費が経済成長の最大の原動力となり、「投資・輸出・消費」

がバランス良く成長を支える構造が出来上がるとの見方を示した。 

 

【【【【金融金融金融金融・・・・為替為替為替為替】】】】 

◆◆◆◆2011201120112011 年末年末年末年末のののの外債残高外債残高外債残高外債残高 6,949.976,949.976,949.976,949.97 億米億米億米億米ドルドルドルドル 2010 2010 2010 2010 年末比年末比年末比年末比 1,460.591,460.591,460.591,460.59 億米億米億米億米ドルドルドルドル増増増増    

国家外貨管理局が 22 日に発表したデータに拠ると、2011 年末の中国の外債残高は 6,949.97 億米ドルとなり、

2010 年末の 5,489.38 億米ドルから 1,460.59 億米ドル増加したことが明らかになった。内訳は、登記外債残高が

4,457.97 億米ドル、貿易信用残高が 2,492 億米ドル。また、期間別では、短期外債が 5,009.01 億米ドル（前年比

+1,252.06億米ドル）と、全体の 72.07%を占めたが、短期外債のうち 49.75%は輸出入貿易の実需を伴う企業間の貿

易与信（輸出前受、輸入延払等）、24.26%は銀行の貿易与信から成り、短期外債の増加はここ数年の対外貿易の

急成長に伴うものとしている。また、暫定推計によると、外債残高の対 GDP 比率は 9.52%、対財・サービス貿易収

入比率は 33.31%、短期外債残高の対外貨準備高比率は 15.75%で、前年末比それぞれ 0.18、4.06、2.56ポイント上

昇したものの、いずれも国際的に安全と認められた範囲内に止まっている。 
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（資料）中国外貨取引センター、中国人民銀行、上海証券取引所資料より三菱東京 UFJ 銀行国際業務部作成 

 

 

 

先週の中国人民元は 6.3125で寄りついた。週前半は 6.31台後半からじり安に推移し安値 6.3285をつけたものの、22 日

に対米ドル基準値が前日比大幅な元高水準へ設定されたことを受けて 6.30 割れを示現。さらに 23 日、対米ドル基準値が

2005年7月の人民元の実質的な切り上げ後の最高値となる 6.2891へ設定されると 2月中旬以来となる高値 6.2901をつけ

た後、6.30台後半へ値を下げて越週している。英豪系鉱山会社から鉄鋼生産の伸び鈍化が指摘されたほか、HSBCが発表

した製造業 PMI 速報値が悪化するなど景気減速懸念が高まっている。かかる状況下、人民元相場の一段の上昇は見込み

にくく、今週は6.31を中心とした推移が継続しよう。 （3月26日作成）（金融市場部 カスタマーGr グローバルカレンシーリサーチ）  
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当資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。ご利用に関しては、すべてお客様御自身でご判断下

さいますよう、宜しくお願い申し上げます。当資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、当行はその正確性を保証するものではありま

せん。内容は予告なしに変更することがありますので、予めご了承下さい。また、当資料は著作物であり、著作権法により保護されております。 
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